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○民有林の保安林の指定解除………………………（自然環境課）３
○保安林の指定予定の通知（３件）………………（　　〃　　）３
○指定代理納付者の指定……………………………（オールみやざき営業課）４
○歳入の収納の事務の委託…………………………（　　〃　　）４
○道路の供用の開始…………………………………（道路保全課）４
　　　公　　　告
○家畜人工授精講習会の開催………………………（家畜防疫対策課）４
○落札者等の公告………………………………………………………４
　　　公安委員会公告
○警備員等の検定の実施について……………………………………５
　　　選挙管理委員会告示
○政党その他の政治団体の設立及び異動の届出……………………６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○公営企業の業務の状況の公表…………………………（財政課）１
○県税の期限の延長の期日の指定………………………（税務課）１
○自衛官候補生の募集期間等………………………（危機管理課）１
○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（福祉保健課）１
○森林病害虫等防除法に基づく駆除命令（伐倒駆
　除等）………………………………………………（自然環境課）２
○森林病害虫等防除法に基づく駆除命令（移動制
　限・禁止）…………………………………………（　　〃　　）２
○森林病害虫等防除法に基づく特別伐倒駆除命令…（　　〃　　）２

告　　　　　示

宮崎県告示第 597号
　地方公営企業法（昭和27年法律第 292号）第40条の２第１項の規
定により、宮崎県公営企業の令和元年度下半期の業務の状況を別冊
のとおり公表する。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 598号
　令和元年宮崎県告示第 530号において別に告示で定めることとさ
れている期日は、その期限が令和元年10月12日から令和２年８月30
日までの間に到来するものについて、令和２年８月31日とする。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 599号
　自衛隊法施行令（昭和29年政令第 179号）第 114条、第 117条第
１項及び第 118条に規定する自衛官候補生の、令和２年度の募集期
間、採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに連絡先は、
次のとおりである。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

募　集
種　別 募集期間 試験期日 試験場

の位置 試験場の名称 連絡先

自衛官
候補生

令和２年
７月１日
（水）か
ら同年９
月４日（

（筆記試
験）
令和２年
９月19日
（土）

宮崎市 宮崎第一生命
ビルディング
新館

自衛隊
宮崎地
方協力
本部募
集課都城市 都城市総合福

金）まで
※年間を
通じて募
集を行っ
ている。

祉会館 電話09
85（53
）2643延岡市 延岡市中小企

業振興センタ
ー

日南市 日南市テクノ
センター

西都市 西都市コミュ
ニティセンタ
ー

（口述試
験及び身
体検査）
令和２年
９月23日
（水）か
ら同月28
日（月）
までのう
ち指定す
る日

都城市 陸上自衛隊都
城駐屯地

新富町 航空自衛隊新
田原基地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 600号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶	
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項	
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、	
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと	
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おり指定した。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

いわよし薬局 都城市千町5268番地２ 令和２年７月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 601号
　森林病害虫等防除法（昭和25年法律第53号）第５条第１項の規定
により、次のとおり森林病害虫等の駆除を命ずるので、同条第４項
において準用する同法第３条第５項の規定により、当該命令に係る
事項を次のように公表する。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　区域及び期間
　⑴　区域
　　　県内一円
　⑵　期間
　　　令和２年10月１日から令和３年５月20日まで
２　森林病害虫等の種類
　　松くい虫
３　行うべき措置の内容
　⑴　松くい虫の付着している樹木を所有し、又は管理する者は、
　　当該樹木を伐倒して薬剤を散布するか、又は当該樹木を伐倒し
　　てはく皮し、並びに松くい虫並びにその付着している枝条及び
　　樹皮を焼却すること。
　⑵　松の伐採跡地であって、松くい虫が付着し、又は付着するお
　　それがある根株の存するものを所有し、又は管理する者は、当
　　該伐採跡地に存する当該根株並びに松くい虫並びにその付着し
　　ている枝条及び樹皮に薬剤を散布するか、又は当該根株をはく
　　皮し、並びに松くい虫並びにその付着している枝条及び樹皮を
　　焼却すること。
　⑶　松くい虫が付着し、又は付着するおそれがある伐採木等（伐
　　採された樹木その他土地から分離した樹木の幹及び枝条（用材
　　及び薪炭材であるものを含む。）をいう。以下同じ。）を所有
　　し、又は管理する者は、当該伐採木等に薬剤を散布するか、又
　　は当該伐採木等をはく皮し、並びに松くい虫が付着している場
　　合には当該松くい虫並びにその付着している枝条及び樹皮を焼
　　却すること。
４　命令をしようとする理由
　　１⑴に掲げる区域において松くい虫による被害が発生しており
　、３に掲げる処置を行わなければ松くい虫による被害が異常にま
　ん延し、当該区域及びその周辺の松林に重大な被害を与えるおそ
　れがあるため。
５　その他必要な事項
　⑴　３に掲げる措置について、薬剤を使用する場合は、森林害虫
　　防除員の指示に従うこと。
　⑵　３に掲げる措置を１⑵に定める期間内に行った者又はその代
　　理人は、松くい虫駆除実施届出書を、速やかに３に掲げる樹木
　　の伐採跡地又は伐採木等の所在する市町村の長を経由して、当
　　該市町村の区域を管轄する西臼杵支庁又は農林振興局の長に提
　　出しなければならない。
　⑶　西臼杵支庁又は農林振興局の長は、松くい虫駆除実施届出書

　　の提出を受けたときは、その届出者が３に掲げる措置を行った
　　ことを確認して、損失補償金を交付する。
　⑷　知事は、３に掲げる樹木の伐採跡地又は伐採木等を所有し、
　　又は管理する者が、１⑵に定める期間内に３に掲げる措置を行
　　わないとき、行っても十分でないとき、又は行う見込みがない
　　ときは、当該措置の全部又は一部を行うことがある。
　⑸　知事は、⑷の措置を行った場合において、その費用の額が、
　　３に掲げる措置を行うべき者が自らその措置の全部又は一部を
　　行ったとした場合に、その者が受けることとなるべき補償の額
　　を超えるときは、その超える部分の額に相当する額をその者か
　　ら徴収することがある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 602号
　森林病害虫等防除法（昭和25年法律第53号）第５条第１項の規定
により、次のとおり森林病害虫等の駆除を命ずるので、同条第４項
において準用する同法第３条第５項の規定により、当該命令に係る
事項を次のように公表する。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　区域及び期間
　⑴　区域
　　　県内一円
　⑵　期間
　　　令和２年10月１日から令和３年９月30日まで
２　森林病害虫等の種類
　　松くい虫
３　行うべき措置の内容
　　１⑴に掲げる区域に存する松くい虫が付着している伐採木等（
　伐採された樹木その他土地から分離した樹木の幹及び枝条（用材
　及び薪炭材であるものを含む。）をいう。以下同じ。）は、松く
　い虫を駆除した後でなければ移動させてはならない。
４　命令をしようとする理由
　　松くい虫の付着した伐採木等を移動することにより、当該伐採
　木等が感染源となって松くい虫による被害が一層拡大するおそれ
　があるため。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 603号
　森林病害虫等防除法（昭和25年法律第53号）第５条第２項の規定
により、次のとおり特別伐倒駆除を命ずるので、同条第４項におい
て準用する同法第３条第５項の規定により、当該命令に係る事項を
次のように公表する。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　区域及び期間
　⑴　区域
　　　宮崎市、延岡市、日南市、日向市、串間市、高鍋町、新富町
　　及び門川町の区域内に存する松林の区域のうち次のとおりとす
　　る。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課並びに宮崎市、延岡市、日南市、日向市及び串間市
　の市役所並びに高鍋町、新富町及び門川町の役場に備え置いて縦
　覧に供する。）
　⑵　期間
　　　令和２年10月１日から令和３年５月20日まで
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２　森林病害虫等の種類
　　松くい虫
３　行うべき措置の内容
　　松くい虫の付着している松の樹木の存する松林を所有し、又は
　管理する者は、当該松の樹木を伐倒して破砕するか、又は当該松
　の樹木を伐倒して焼却（炭化を含む。）すること。
４　命令をしようとする理由
　　１⑴に掲げる区域において松くい虫による被害が発生しており
　、３に掲げる措置を行わなければ松くい虫による被害が異常にま
　ん延し、当該区域及びその周辺の松林に重大な被害を与えるおそ
　れがあるため。
５　その他必要な事項
　⑴　３に掲げる措置については、森林害虫防除員の指示に従うこ
　　と。
　⑵　３に掲げる措置のうち、破砕を行う場合は、破砕後の木片の
　　厚さが６ミリメートル（木材チッパーにより破砕する場合にあ
　　っては、15ミリメートル）以下となるように破砕を行うこと。
　⑶　３に掲げる措置を１⑵に定める期間内に行った者又はその代
　　理人は、特別伐倒駆除実施届出書を速やかに、３に掲げる松林
　　の所在する市町村の長を経由して、当該市町村の区域を管轄す
　　る農林振興局の長に提出しなければならない。
　⑷　農林振興局の長は、特別伐倒駆除実施届出書の提出を受けた
　　ときは、その届出者が３に掲げる措置を行ったことを確認して
　　、損失補償金を交付する。
　⑸　知事は、３に掲げる松林を所有し、又は管理する者が、１⑵
　　に定める期間内に３に掲げる措置を行わないとき、行っても十
　　分でないとき、又は行う見込みがないときは、当該措置の全部
　　又は一部を行うことがある。
　⑹　知事は、⑸の措置を行った場合において、その費用の額が、
　　３に掲げる措置を行うべき者が自らその措置の全部又は一部を
　　行ったとした場合に、その者が受けることとなるべき補償の額
　　を超えるときは、その超える部分の額に相当する額をその者か
　　ら徴収することがある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 604号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第26条の２第２項の規定により
、次のとおり民有林の保安林の指定解除をする。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　解除に係る民有林の所在場所　東臼杵郡諸塚村大字七ツ山字米
　ノ迫6344－10
２　民有林の保安林として指定された目的　水源の涵

かん

養
３　解除の理由　道路用地とするため
　　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県環境森林部自然環
　境課及び東臼杵農林振興局並びに諸塚村役場に備え置いて縦覧に
　供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 605号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　西臼杵郡日之影町大字七折字板床

　3992、4009－１、4009－17、4026
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び西臼杵支庁並びに日之影町役場に備え置いて縦
　覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 606号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　えびの市大字原田字川添1536－１
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字川添1536－１（次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び西諸県農林振興局並び
　にえびの市役所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 607号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　児湯郡川南町大字川南字孫谷南 1
　2238、 12240、大字平田字浪掛76－３
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字浪掛76－３（次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
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　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び児湯農林振興局並びに
　川南町役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 608号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 231条の２第６項に規定す
る指定代理納付者を次のとおり指定した。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定代理納付者の指定を受けた者
　　宮銀カード株式会社　宮崎県宮崎市橘通東１丁目７番４号第一
　宮銀ビル７階
　　トヨタファイナンス株式会社　愛知県名古屋市西区牛島町６番
　１号
　　ＳＢペイメントサービス株式会社　東京都港区東新橋１丁目９
　番２号
２　指定代理納付者による代理納付を認めた歳入及び代理納付が行
　える期間
　　ふるさと宮崎応援寄附金
　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 609号
　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 158条第１項の規定
により、歳入の収納の事務を次のとおり委託した。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　家畜改良増殖法（昭和25年法律第 209号）第16条第２項に規定す
る令和２年度の家畜人工授精に関する講習会を次のとおり開催する
。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　開催期日
　　令和２年10月19日（月曜日）から11月24日（火曜日）まで
２　開催場所
　　県立農業大学校（児湯郡高鍋町大字持田5733番地）
３　家畜の種類
　　牛
４　受講申込手続
　⑴　受講願書の受付期間
　　　令和２年７月20日（月曜日）から８月14日（金曜日）まで
　⑵　受講願書の提出先
　　　最寄りの家畜保健衛生所
　⑶　受講願書の提出
　　　所定の受講願書に最近３か月以内に撮影した顔写真（縦５セ
　　ンチメートル、横４センチメートル）２枚を添付して提出する
　　こと。
５　受講手数料
　　33,000円（受講の際、宮崎県収入証紙により納付すること。）
６　その他
　⑴　テキストは、一般社団法人日本家畜人工授精師協会（東京都
　　江東区冬木11番17号　電話03－5621－2070）発行の家畜人工授
　　精講習会テキスト（家畜人工授精編）を使用するのであらかじ
　　め準備すること。
　⑵　この講習会に関する問い合わせは、最寄りの家畜保健衛生所
　　又は宮崎県農政水産部畜産新生推進局家畜防疫対策課（電話09
　　85－26－7139）にすること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　落札に係る調達件名
　　トナーカートリッジ等の単価契約
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　　宮崎県警察本部警務部会計課　宮崎市旭１丁目８番28号
３　落札者を決定した日
　　令和２年６月25日
４　落札者の氏名及び住所

委 託 し た
収 納 事 務 委　託　先 委　託　期　間

ふるさと宮
崎応援寄附
金

株式会社トラストバンク 令和２年４月１日から
令和３年３月31日まで

ふるさと宮
崎応援寄附
金

株式会社さとふる 令和２年４月１日から
令和３年３月31日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 610号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和２年７月16日から同年同月30日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

50 県道 諸塚高 東臼杵郡諸 令和２年７月16日

千穂線 塚村大字家
代字尾水流
 125番１地
先から同郡
同村同大字
同字 126番
３地先まで

公　　　　　告



─ 5 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ２ 年 ７ 月 16 日（木曜日）　第  123 号

　　株式会社システム開発　代表取締役　水間　浩子
　　宮崎市大橋３丁目 101番地１号
５　落札金額
　　31,650,209円（消費税込み）
６　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
７　一般競争入札の公告を行った日
　　令和２年５月14日

公安委員会公告

宮崎県公安委員会公告第12号
　警備業法（昭和47年法律第 117号）第23条に規定する、警備員又
は警備員になろうとする者を対象とする検定を、鹿児島県公安委員
会と共同で、次のとおり実施する。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　藤　田　紀　子
１　検定の種別、級及び検定実施日時

種　別 級 実　　　施　　　日　　　時

空港保安警備 １級 令和２年10月22日（木）午前９時30分か
ら午後５時ころまで

２級 令和２年10月21日（水）午前９時30分か
ら午後５時ころまで

　　※当日の受付は、午前９時から９時30分までに済ませること。
２　実施場所
　　宮崎市清武町今泉丙2559番地１　
　　宮崎県建設技術センター
３　定員
　　各15人（鹿児島県公安委員会が受付する受検者を含むものとし
　、受付先着順とする。）
４　受検資格
　⑴　１級
　　　宮崎県内に住所を有する者又は宮崎県内の営業所に属してい
　　る警備員で、次のいずれかに該当するもの
　　ア　警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会
　　　規則第20号。以下「検定規則」という。）第８条第１号に該
　　　当する者
　　イ　検定規則第８条第２号に該当する者として、都道府県公安
　　　委員会から空港保安警備業務に係る１級検定受検資格認定書
　　　の交付を受けているもの
　⑵　２級
　　　宮崎県内に住所を有する者又は宮崎県内の営業所に属してい
　　る警備員
５　検定申請手続
　⑴　受付期間及び時間
　　　令和２年８月11日（火）から８月21日（金）まで（土曜日及
　　び日曜日を除く。）の午前９時から午後５時まで
　⑵　検定申請書等提出先
　　　申請者の住所地又はその属する営業所の所在地を管轄する警
　　察署とする。（郵送による提出は認めない。）

　⑶　提出書類
　　ア　検定申請書　１通
　　イ　住所地を疎明する書面（宮崎県内に住所を有する者に限る
　　　。）
　　ウ　当該営業所に属していることを疎明する書面（宮崎県外に
　　　住所を有し、宮崎県内の営業所に属する警備員に限る。）
　　エ　写真２枚（申請前６月以内に撮影した縦 3.0センチメート
　　　ル、横 2.4センチメートルの大きさの正面、無帽、上三分身
　　　像、無背景で、裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）
　　オ　空港保安警備２級検定合格証明書の写し及び空港保安警備
　　　２級検定合格証明書の交付を受けた後、当該種別の警備業務
　　　に従事した期間が１年以上であることを証する書面（１級検
　　　定申請者のうち検定規則第８条第１号に規定する者に限る。
　　　）
　　カ　１級検定受験資格認定書（１級検定者のうち検定規則第８
　　　条第２号に規定する者に限る。）
　　キ　代理人が提出する場合は、申請者の委任状
６　手数料
　　検定申請書を提出する際、16,000円相当額の宮崎県収入証紙に
　より納付すること。
　　納付された手数料は、受検辞退その他いかなる場合にも返還し
　ない。
７　検定の方法
　　学科試験及び実技試験により行う。
　　なお、学科試験を実技試験の前に行い、学科試験に合格しなか
　った者に対しては実技試験を行わない。
　　また、実技試験においても、試験途中に合格点に達しないこと
　が明らかとなった場合は、その者に対する試験を中断し、以降の
　実技試験は行わない。
　⑴　学科試験の内容
　　ア　警備業務に関する基本的な事項
　　イ　法令に関すること。
　　ウ　乗客等の接遇に関すること。
　　エ　手荷物その他の航空機に持ち込まれる物件の検査に関する
　　　こと（１級に限る。）。
　　オ　手荷物等検査に関すること（２級に限る。）。
　　カ　空港に関すること。
　　キ　空港保安警備業務の管理に関すること（１級に限る。）。
　　ク　航空の危険を生じさせるおそれのある物件及び不審者を発
　　　見した場合における応急の措置に関すること。
　⑵　実技試験の内容
　　ア　乗客等の接遇に関すること。
　　イ　手荷物等検査に関すること。
　　ウ　空港保安警備業務の管理に関すること（１級に限る。）。
　　エ　航空の危険を生じさせるおそれのある物件及び不審者を発
　　　見した場合における応急の措置に関すること。
８　その他
　⑴　受検票は、当日検定会場で交付する。
　⑵　受検に際しては、筆記用具、室内用運動靴等を持参すること
　　。
　⑶　この検定の実施に際して収集する個人情報は、この検定に関
　　する目的以外には使用しない。
　⑷　公示後、社会情勢の変化により、講習実施の見合せ等の措置
　　を講ずる必要が生じた場合は、速やかに県警ホームページに掲
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　　載する。
　⑸　本件に関する問合せは、宮崎県警察本部生活安全部生活環境
　　課警備業係（代表電話0985−31−0110）に行うこと。

宮崎県選挙管理委員会告示第20号
　政治資金規正法（昭和23年法律第 194号）第６条第１項及び第７条第１項の規定により、政党その他の政治団体から設立及び異動の届出
があったので、同法第７条の２第１項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和２年７月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　吉　瀬　和　明

政治団体の名称 代表者の氏名 会計責任者の氏名 主たる事務所の所在地 届出年月日

宮崎県神谷まさゆき後援会 小　山　明　俊 福　森　一　真 宮崎市丸島町２番５号 令和２年６月16日

１　設立届
　○その他の政治団体
　（ニ）国会議員関係政治団体以外の政治団体

２　異動届
　○政党の支部

　○その他の政治団体

政治団体の名称 代表者の氏名 異　動　事　項 新 旧 異動年月
日

自由民主党宮崎県支部
連合会 星 原 　 透 代 表 者 星 原 　 透 坂 口 博 美 令和２年

５月23日

自由民主党宮崎県建設
業協会支部 小　野　耕　嗣 代 表 者 小 野 耕 嗣 山 﨑 　 司 令和２年

５月26日

自由民主党日南市支部 竹　井　崇　利 主たる事務所の所在地 日南市乙姫町３－14 日南市岩崎２－２－18 令和２年
６月19日

自由民主党佐土原支部 横　田　照　夫
主たる事務所の所在地 宮崎市佐土原町上田島38

42
宮崎市佐土原町下那珂44
95 令和２年

６月25日
代 表 者 横 田 照 夫 永 野 繁 利

政治団体の名称 代表者の氏名 異　動　事　項 新 旧 異動年月
日

宮崎県税理士政治連盟 遠　山　喜一郎 主たる事務所の所在地 宮崎市霧島４丁目 165番
地１遠山税理士事務所内

宮崎市広島１丁目12－17
Ｑ’ｓビル３階税理士法
人ひなた内

令和２年
４月１日

西都地区建設業政治連
盟 池　田　　　博

代 表 者 池 田 　 博 河 野 孝 文
令和２年
４月30日

会 計 責 任 者 阿 萬 憲 二 池 田 　 博

延岡地区建設業政治連
盟 木　村　健　一 代 表 者 木 村 健 一 山 﨑 　 司 令和２年

５月11日

山口としきと宮崎市を
考える会 山　口　俊　樹 主たる事務所の所在地 宮崎市吉村町曽師前甲31

42－２ルーチェⅠ－ 102
宮崎市橘通西１－３－12
佐野ビル 202

令和２年
６月１日

宮崎県中小企業政治連
盟 堀之内　芳　久 会 計 責 任 者 野 口 和 彦 小 八 重 　 　 　 英 令和２年

５月29日

宮崎県ＬＰガス政治連
盟 森　　　勝　人 会 計 責 任 者 児 玉 　 太 河 野 明 規 令和２年

５月22日

宮崎県建設業政治連盟 小　野　耕　嗣 代 表 者 小 野 耕 嗣 山 﨑 　 司 令和２年
５月26日

選挙管理委員会告示


	宮崎県公報　第123号
	告示
	公営企業の業務の状況の公表…（財政課）１
	県税の期限の延長の期日の指定…（税務課）１
	自衛官候補生の募集期間等…（危機管理課）１
	生活保護法に基づく医療機関の指定…（福祉保健課）１
	森林病害虫等防除法に基づく駆除命令（伐倒駆除等）…（自然環境課）２
	森林病害虫等防除法に基づく駆除命令（移動制限・禁止）…（自然環境課）２
	森林病害虫等防除法に基づく特別伐倒駆除命令…（自然環境課）２
	民有林の保安林の指定解除…（自然環境課）３
	保安林の指定予定の通知（３件）…（自然環境課）３
	指定代理納付者の指定…（オールみやざき営業課）４
	歳入の収納の事務の委託…（オールみやざき営業課）４
	道路の供用の開始…（道路保全課）４

	公告
	家畜人工授精講習会の開催…（家畜防疫対策課）４
	落札者等の公告…４

	公安委員会公告
	警備員等の検定の実施について…５

	選挙管理委員会告示
	政党その他の政治団体の設立及び異動の届出…６



